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4．おわりに
1．はじめに
本稿は，ドイツにおける商法上のリース会計基準として 1973年に経済監査
士協会（Institute der Wirtschaftsprüfer, IdW）より公表された「主要専門委員
会意見書 1／73：借り手の年度決算書におけるファイナンス・リース契約の考
慮について」（以下，1973年基準と呼ぶ）を取り上げ，その成立から廃止に至
る過程を明らかにするものである。
これまでの我が国におけるドイツリース会計に関する研究の中で，1973年
基準を取り上げたものは数多くあるものの，当該基準の設定，修正および廃止
に至る過程をその根拠とともに明らかにしたものはほとんどなかったといって
よい1。そこで，本稿では，1973年基準の設定から廃止に至る過程を対象とし
て，その内容を明らかにする。なお，その際，筆者がこれまでに公表したドイ
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ツリース会計に関する論稿と内容上重複する資料が出てくるため，それらに関
してはすでに公表した論稿に詳細は委ねることとし，本稿では必要最小限度の
記述にとどめる。
2．1973年基準公表までの展開
（1）1973年基準公表以前の展開
①1973年基準確定へ向けての動き
まず，1973年基準が成立する過程にどのような議論が存在していたのであ
ろうか。この点に関し，当時，ドイツ経済監査士協会主要専門委員会の委員長
であったフォルシュター（Forster, K. H）によれば，経済監査士協会は，当
初，株式法の改訂にあわせ当該法規内にファイナンス・リース契約の会計処理
を規定することを検討していたことを指摘している。彼によれば，「現在の株
式法に対する草案審議の際に，経済監査士協会は，ファイナンス・リースの増
大する重要性に直面して，そのような契約の会計処理の法規定を適切にするこ
とができないかどうかについて，連邦法務省に調査するよう依頼した。しかし
周知のように，成立のために期限が迫っている株式法草案に関して追加的な議
論を懸念するとともに，何よりもファイナンス・リースや会計実務の展開を待
たねばならないために，連邦法務省は法規定に対する提案を見合わせた」2と
している。
確かに，その後成立した 1965年株式法には，ファイナンス・リース契約に
関する規定はなんら存在しない。年度決算書の内容を規定する株式法第 149条
には，「年度決算書は正規の簿記の諸原則に適合しなければならない。それは
明瞭かつ通覧的に作成されなければならず，かつ評価規定の枠内で会社の財産
状況および収益状況への可能な限り確実な見通しを与えることを要する」と規
1 とりわけ本会計基準が廃止されたことを指摘する研究はほとんどない。その数少な
い研究成果として森川（1991）p. 36，弥永（2005）p. 74がある。また，この 1973年
基準も含めドイツにおけるリース会計を包括的に検討したものに木下（1985）があ
る。
2 Forster（1973）S. 81.
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定するのみで，リース契約の会計処理に関しては正規の簿記の諸原則の将来の
展開に委ねられることとなっていたのである。
このため，経済監査士協会は，正規の簿記の諸原則の発展のために，リース
契約の会計処理を検討する必要に迫られることになった。フォルシュターによ
れば，そうした動機となったのは，当時，文献上ファイナンス・リース契約か
ら生じる会計処理問題に対して著しく異なる評価があったこと，そして当該契
約の重要性がドイツ経済において増大していたことにあったとしている3。
具体的な展開としては，1969年に経済監査士協会の主要専門委員会は、ハ
バーマン（Havermann, H）の指揮のもと，ファイナンス・リース契約の会計
処理問題を抜本的に研究するとともに，リース会計基準の草案を作成する小委
員会を設置した。小委員会はその審議を 1971年に終え，作成した草案を主要
専門委員会に提出した。主要専門委員会は草案の一部については小委員会の構
成員とともに，第 84回会議から第 87回会議までの間に審議を行い，最終版は
その最終回の会議において成立することとなった4。この小委員会が作成した
草案は，リース物件の借り手の資産への経済的帰属に基づく解決を意図してい
た。すなわち，リース契約の内容や契約当事者の意思が経済的所有権の借り手
への移転を示す場合には，リース物件を固有の資産のように借り手の貸借対照
表に計上すべきであり，そうでないならば，通常の使用賃貸借契約（Mietver-
trag）および用益賃貸借契約（Pachtvertrag）に類似して処理すべきことが主
張されたのである5。
このようにして，経済的所有権の帰属の有無に従ってリース契約を借り手の
貸借対照表に計上する会計基準の制定に向けての素地が出来上がっていったの
である。
3 Forster（1973）S. 81. この指摘にあるように，この時期に，リース会計に対するさ
まざまな見解が文献上表れることとなった。それらについては別稿を予定している。
4 Forster（1973）S. 81−82.
5 Forster（1973）S. 82.
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②税法基準の影響―リース判決およびリース通達
このような経済的所有権に従ってリース契約の帰属を判定する基準形成に影
響を及ぼした制度的要因として，1970年に連邦財政裁判所によって下された
いわゆるリース判決，および 1971年と 1972年に連邦大蔵省より公表された
リース通達が挙げられる。すでに筆者は，これらの内容について別稿で明らか
にしているので，ここでは本稿の趣旨に沿った概要のみを指摘することにした
い6。
（ａ）リース判決
ここでいうリース判決とは 1970年 1月 26日に連邦財政裁判所によって下さ
れた動産リース契約に対する投資助成の受け手を巡る裁判に係る判決である。
裁判の争点は，リースを利用して設備の調達を行った借り手会社と借り手の要
請に応じて設備を自ら購入しリースの形で借り手に資産を譲渡した貸し手会社
のうちのいずれが当該設備投資に係る助成金を受け得るかという点にある。判
決は，投資助成の対象となるリース資産が借り手と貸し手のいずれに帰属する
かをよりどころとして導かれることになるが，その際，いわゆる経済的観察法
を適用し，リース契約の実質を個別に判断することが主張される。その結果，
リース資産の帰属は，民法上の所有権に基づく形式法的な判断によるのではな
く，経済的な帰属関係に基づき判断するという経済的帰属性の論理が導かれる
ことになる7。
この観点から判決では，リース資産の経済的帰属を判定する次の基準を示し
ている。
イ いわゆるファイナンス・リース契約の場合には，リース資産は，その経
営上の通常の耐用年数が基本契約期間よりも著しく長く，かつ借り手に延
長オプションまたは購入オプションがあり，この権利の行使にあたり，認
可料のような，借り手が通常の使用料や購入価格よりも著しく安い金額の
みを支払う場合には，借り手に帰属しなければならない。
6 リース判決とリース通達の詳細については菱山（2014a），（2014b）を参照されたい。
7 BFH-Urteil（1970）S. 271.
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ロ 基本契約期間と耐用年数がほぼ一致している場合には，行使される可能
性のあるオプションが付されていなくても，同様に借り手に帰属する。
ハ 基本契約期間と耐用年数を考慮に入れなくても，リース資産が特別に借
り手の諸事情に合うよう組成されており，かつ基本契約期間経過後も借り
手においてしか経済的に意味ある利用が見いだせない場合には，同様に借
り手に帰属する8。
これら基準のいずれかを満たすリース契約は，借り手に経済的所有権がある
とみなされ，借り手の側でのリース資産およびリース負債の貸借対照表への計
上が導かれることになる。
（ｂ）リース通達
この判決以後，連邦大蔵省から数次にわたりリース通達が公表されることと
なった。これらの通達は，具体的な数値基準を含み，リース判決で示された経
済的帰属性の判断を具体化ないし限定する内容を備えている。リース通達の中
でも，とくに 1973年基準の形成に影響を与えたと考えられるのは，1971年通
達と 1972年通達である。
（）1971年通達
これは，1971年 4月 19日に公布された「動産に関するリース契約の所得税
上の処理」とする通達である9。とくに，動産に関するファイナンス・リース
契約の税法上の帰属基準について定めている。
その内容は，上記リース判決において示されたイ～ハの経済的帰属基準を動
産リースに適用して具体化したものである。とくに，イおよびロについては帰
属判断のための数値基準を示すことによりリース判決で示された帰属基準が実
務に適用可能なように具体化されている。ここでは，ファイナンス・リース契
約を 1）オプションのないリース契約，2）購入オプション付リース契約，3）
延長オプション付リース契約，および，4）特別リースに関する契約に分類す
る。そして，これらのリース契約に対して，その契約内容に応じてリース資産
8 BFH-Urteil（1970）S. 264−265.
9 BMF-Schreiben（1971）.
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の帰属を定めているのである10。
（）1972年通達
これは，1972年 3月 21日に公布された「不動産に関するファイナンス・
リース契約の所得税上の処理」とする通達である11。とくに，不動産に関する
ファイナンス・リース契約の税法上の帰属基準について定めたものである。
その内容は，上記動産リース通達と同様に，リース判決で示されたイ～ハの
経済的帰属基準を不動産リースに適用して具体化したものである。ここではと
くに，建物のファイナンス・リース契約を想定して，リース判決のイおよびロ
について帰属判断のための数値基準が示されている。動産リース通達と同様
に，建物のファイナンス・リース契約を 1）オプションのないリース契約，2）
購入オプション付リース契約，3）延長オプション付リース契約，および，4）
特別リースに関する契約に分類する。そして，これらのリース契約に対して，
その契約内容に応じてリース資産の帰属を定めているのである12。
これらリース通達は，連邦財政裁判所のリース判決によって示された経済的
帰属基準を実務に具体的に適用しうるよう公表されたものである13（図表）。
そのため，リース判決とリース通達は一体をなし経済的帰属基準の内容を示し
たものと評価される。また，いずれもリース契約の税法上の処理に対して示さ
れた基準ではあるものの，成立年次から見て同じく経済的帰属基準を採用する
1973年基準の形成に影響を与えたものと推察することができる。この点をつ
ぎに確認していくことにしたい。
10 詳細は菱山（2014b）pp. 293−295。
11 BMF-Schreiben（1972）.
12 詳細は菱山（2014b）pp. 295−297。
13 Baetge et al.（2012）S. 660. ベトゲは通達に基づく帰属関係を次頁に示す図表で表
している。
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（2）1973年基準の公表
①1973年基準公表の背景
経済監査士協会は，ドイツにおける商法上のリース会計基準として 1973年
基準を公表したが，当該基準では基準書公表の背景にある理由としておおよそ
次の 3点を挙げている14。
第一に，伝統的な賃貸借とは異なるファイナンス・リース契約が設備の調達
手段の一つとして台頭し，会計処理上の問題を生み出している点である。
第二に，財務諸表の作成にあたりファイナンス・リース契約をどのように考
慮するかについて，外国の重要な職業会計士団体がすでに意見表明をしている
点である。
第三に，ファイナンス・リース契約の所得税上の処理に対して，連邦大蔵省
が先に述べた 1971年通達と 1972年通達を公表し，リース資産が貸し手と借り
手のいずれに帰属すべきかの問題の決着に対する原則を定めている点である。
こうした点に対処することを目的として，とりわけファイナンス・リース契
約の会計処理に対する商法基準を確立すべく，1973年基準が公表されること
になったわけである。
②1973年基準の内容
1973年基準は，ファイナンス・リース契約を借り手の財務諸表に反映する
ことを内容とするものであるが，具体的には，）ファイナンス・リース契約
の定義，）ファイナンス・リース契約の判定基準，）借り手の貸借対照表
への計上論理，そして）リース資産および負債の測定を定めている。以下こ
れらの内容について見ていくことにしたい。
）ファイナンス・リース契約の定義
まず，当該基準では，ファイナンス・リース契約について，基本契約期間に
わたり契約が履行されている場合には，当該期間中は解約不能であり，かつ，
14 IdW（1973）S. 101.
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経済的リスクを借り手が負担するリース契約と定義する15。
）ファイナンス・リース契約の判定基準
つぎに，当該基準では，ファイナンス・リース契約が存在するかどうかの判
断にあたっては，上記のファイナンス・リース契約の定義を満たすことに加
え，次の追加的な基準のいずれかを満たすことが必要であるとしている。
イ 基本契約期間およびリース物件の予想される使用期間がおおよそ一致す
る。
ロ 基本契約期間が予想される使用期間より著しく短いが，予想される残余
期間におおよそ一致する期間に対して契約の延長を求めるオプションが借
り手に認められており，しかも経済的視点から見てオプションの行使が期
待されるような条件が付されている。
ハ 基本契約期間が予想される使用期間より著しく短いが，リース物件が借
り手の特殊な事情によって，基本契約期間の経過後にはもはやリース物件
の使用が借り手によってのみ経済的に意味あるものとなることが予期され
るように制作されている。
ニ 基本契約期間が予想される使用期間より著しく短いが，オプションが認
められていないにもかかわらず，経済状況に従えばリース物件が基本契約
期間の経過後にも借り手が，たとえば予期される残余期間に一致する期間
にわたり自由に使用できることが期待される。
ホ 契約上，借り手の購入オプションが，経済的視点から見てその行使が期
待されるような条件で認められている。
ヘ 契約上，貸し手に対して，基本契約期間の経過後に借り手にリース物件
の購入を求める権利（提供権）が認められており，しかもこの権利の行使
が経済的視点から見て期待されるような条件が認められている。
ト 上記のホおよびヘに述べられている権利に関して，契約当事者がこれら
の権利のいずれかひとつを行使することが経済的視点から見て期待される
15 IdW（1973）S. 101.
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ような条件が存在する16。
これら 1973年基準にみられる判定基準の内容は，リース資産の耐用年数と
リース期間との比較考量を行う点（イ，ニ），オプションの有無を重視する点
（ロ，ホ，ヘ），特別仕様リースであるか否かの点（ハ）を重視しているところ
から見て，上述のリース判決およびリース通達と共通している。そうした共通
性から見ると，1973年基準のリース資産の帰属判断に関する経済的帰属基準
は，リース判決やリース通達の内容に影響を受け形成されたものと評価するこ
とができる。
）借り手の貸借対照表への計上論理
1973年基準は，商法第 39条17（すべての資産，負債を貸借対照表に計上す
ることを要請する規定）の下で，上記の判定基準を満たすファイナンス・リー
ス契約を借り手の貸借対照表に計上する論理を次のように説明する。すなわ
ち，「どれが商人の資産であるかという問いに対する答えとしては，経済的に
観察した場合にどの資産が彼に帰属するかということに依存する」18として，
経済的観察法を適用して判断するリース判決と同じ立場を採用する。そのうえ
で，「資産は商人が法的所有権者でなくても，長期にわたり法的所有権者のよ
うに経済的に重要な権利（利用権および換価権）を行使しえて，かつこれが経
済的視点から見て期待される場合には，商人に帰属する。これは，換価権が将
来時点ではじめて効力を持つ場合にも当てはまる」19として経済的所有権の論
理に従った資産計上を行うべきことを主張する。そして，「それに従えば，
ファイナンス・リース契約も借り手の経済的所有権が根拠づけられる。商人が
単に経済的所有権のみを持つ資産と，法的所有権も経済的所有権も持つ資産と
の間で年度貸借対照表における表示の区別はない」20として，ファイナンス・
リース契約についても経済的帰属性の論理に従った経済的所有権を根拠に借り
16 IdW（1973）S. 101.
17 現行商法第 246条に相当する。
18 IdW（1973）S. 101.
19 IdW（1973）S. 101.
20 IdW（1973）S. 102.
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手の側で資産計上すべきことを論ずる。
さらに，当該基準では，正規の貸借対照表作成の諸原則の将来の展開を導き
出すために，リース契約を借り手の貸借対照表に計上することに疑いがある場
合であっても，全体として重要であるファイナンス・リース契約である限り，
次の 2つの代替案のいずれかの方法によって貸借対照表上考慮することが必要
であるとする。
1．リース資産の借方計上と独立表示，およびそれに対応する負債の貸方計
上
2．4年経過前に支払期限の到来する金額を記載したリース契約から生じる
義務の注記21
すなわち，ここでは，経済的所有権の存在に疑いがあったとしても借り手の
貸借対照表に資産および負債を計上すること，あるいはそれに代え貸借対照表
に注記として記載することを要求している。そのことによって，財産状況およ
び収益状況への可能な限り確実な見通しを与えるという株式法の規定に応える
とともに，リース契約の貸借対照表計上に関する正規の貸借対照表作成の諸原
則を形成していくことを意図した内容となっているのである。
）リース資産と負債の測定
最後に当該基準では，上述の代替案 1および 2に従った場合の貸借対照表計
上額の測定について定めている。
代替案 1が選択される場合には，原則的に，将来生じる追加的なリース料を
含まない正味のリース料の現在価値によって測定する。
代替案 2が選択される場合には，基本契約期間に対して約定されたリース料
の現在価値が注記される。そして，4年経過前に支払期限の到来する金額の注
記に対してはこの現金価値が基準となる22。
以上の内容をもつ 1973年基準の特質として，次の 2点を指摘することがで
きる。第一に，この基準は，リース契約の商法上の会計処理を規定するものと
21 IdW（1973）S. 102.
22 IdW（1973）S. 102.
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して成立した基準ではあるものの，当時すでに成立していた税法上のリース基
準であるリース判決とリース通達に影響を受け，これらと同様に経済的帰属性
の論理に従った経済的所有権を根拠にリース契約の貸借対照表への計上を導く
内容となっている点である。第二は，経済的所有権を根拠にリース契約の貸借
対照表への計上を導くことを規定しながら，同時に，経済的所有権の存在が疑
わしい場合であってもリース契約を借り手の貸借対照表に計上すること（ある
いは注記すること）を要求する点である。こうした要求は，リース判決やリー
ス通達には存在せず，1973年基準にのみ見られるものである。そのため，次
節で見るように，批判の対象となり，修正を受けることとなっていく。
3．1973年基準成立以降の展開
（1）IdW主要専門委員会委員長フォルシュターの見解
1973年基準の公表にあわせ，当該基準を作成した経済監査士協会主要専門
委員会の委員長であったフォルシュターは基準の意義を明らかにしているが，
その中で，経済的所有権が疑わしい場合のリース契約の貸借対照表計上につい
ておおよそ次の点を指摘している。
まず，借り手に経済的所有権があるかどうかが疑わしいようなファイナン
ス・リース契約を貸借対照表に計上する必要性について，重要性の原則の点か
ら，すくなくともいくばくかの重要性ある契約が扱われる場合には，貸借対照
表上考慮されなければならないとする。そして，この必要性は，年度決算書が
もつ，会社の財産状況および収益状況への可能な限り確実な見通しを与えなけ
ればならないという任務から生じるとするのである23。
つぎに，これまでファイナンス・リース契約を貸借対照表に計上する原則や
明確な法規定がなかったことに関して，そのことが将来において考慮されるべ
き正規の貸借対照表作成の諸原則の成立に対して障害とはならないとし，そう
した原則や規定は，新たな取引事象にとって必要であるならば，つねに検討し
23 Forster（1973）S. 82.
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なければならず，必要とあれば将来の展開をもたらすことが必要であるとす
る24。
そして，本基準が示す経済的所有権が疑わしい場合の処理は認知されてはい
ないものの，そうした処理が GoBの意義にかなった将来の展開を生み出すも
のであり，職業専門家が当該基準に従って貸借対照表を作成することが期待さ
れるとするのである25。
最終的に，主要専門委員会は，当該基準の適用が遅くとも 1974年末の年度
決算書に生じなければならないと移行期間を示している26。
（2）1973年基準の修正
①1974年 IdW「主要専門委員会のリース意見書について」
基準の公表後，基準の内容，とりわけ経済的所有権が疑わしい場合のリース
契約の会計処理に対して激しい批判が寄せられることとなった27。その代表的
論者の一人としてフルメ（Flume, W）を挙げることができる。彼による，
1973年基準に対する批判は次の 2点に要約されよう。
第一は，経済的所有権の存在が疑わしい場合のリース契約の貸借対照表の計
上についてである。フルメによれば，「確かに，商法典第 38条および第 39条
の意味における“資産”概念は，物的資産に関して，民法上の所有権のみを指
向するのではなく，経済的帰属性も含むということが一般に認識されている。
しかしそれは，民法上の所有権も，そしてまた経済的所有権も帰属しないもの
を商人の資産として計上することとは整合しない」28とする。そして，「GoB
の“将来の展開”という論理が，法的にも経済的にも帰属しない資産を自身の
資産として計上するということを導くことはできない」29として，経済的所有
24 Forster（1973）S. 82.
25 Forster（1973）S. 83.
26 Forster（1973）S. 83.
27 Küting et al.（1986）S. 229.
28 Flume（1973）S. 1666.
29 Flume（1973）S. 1666.
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権の存在が疑われる場合にリース契約を貸借対照表に計上するという当該基準
の代替案 1の処理を批判するのである。
第二は，経済的所有権の存在が疑わしい場合のリース契約について，当該取
引を貸借対照表に計上することに代え年度決算書に注記するという代替案 2の
処理についてである。彼によれば，「株式法は，年度決算書における注記義務
（株式法第 151条 5項，第 159条）そして，営業報告書への記載義務（第 160
条）について具体的な規定を含んでいる」30とする。しかし，年度決算書への
リース契約の注記義務に対して法律上どのような内容も見られないこと，そし
て営業報告書への記載義務に関しては，契約から生じるリスクが重要である場
合には株式法第 160条第 3項の 7（貸借対照表には表示されない責任関係の記
載規定）に従った記載義務があることを指摘する31。その結果，経済的所有権
の存在が疑わしい場合のリース契約については，貸借対照表への注記ではなく
営業報告書に記載すべきものとして批判するのである。
このような批判が噴出する中，経済監査士協会は 1974年に「主要専門委員
会のリース意見書について」なる文章を公表した32。この文章では，1973年基
準で示された借り手の経済的所有権が存在しないかあるいは経済的所有権の存
在が疑わしいリース契約の処理について，1974年末より適用することとして
いたが，この 1974年末までという移行期間が短すぎることが明らかとなった
とするのである。そして，借り手の経済的所有権が存在することなく本質的な
財産価値がリース契約の枠内で利用される際に，会社が 1973年基準の処理に
従って貸借対照表への計上を行わない場合には，株式会社は財産状態および収
益状態への可能な限り確実な見通しを与えるという株式法第 160条第 2項の営
業報告書の規定に従って，営業報告書へ記載することが必要となるとするので
ある33。
30 Flume（1973）S. 1666.
31 Flume（1973）S. 1666−1667.
32 IdW（1974）のことを指す。
33 IdW（1974）S. 562.
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このようにして，1974年末という移行期間が短すぎることを理由として，
1973年基準の見直しが行われることとなった。その内容は，実質的には 1973
年基準の適用延期を内容とするものであって，当面の処理として営業報告書へ
の記載を指示したものと解することができよう。その点では，上述したフルメ
の批判に従うように修正がくわえられたとみることができる。
②1981年 IdW主要専門委員会第 110回会議決定
上述の 1974年修正では，1974年末という移行期間が短すぎるという指摘の
みで，あらたな移行期間が示されることはなく，その後，基準上の変化がみら
れない状況が続くこととなった。そのような中，基準上の展開ではないもの
の，経済監査士協会主要専門委員会の第 110回会議において，1973年基準に
ついて新たな展開が決定されることとなった。この会議内容は，経済監査士協
会が発行する専門広報誌において記されているのであるが，それによれば，
「主要専門委員会は，1981年 6月 24日の第 110回会議において，新たにリー
ス契約の貸借対照表計上，とりわけ 1973年基準の 4節：ファイナンス・リー
ス契約の借り手の年度決算書に示された代替案について検討を行った。EC第
4号指令の転換を考慮して，主要専門委員会は，1973年基準に対する新たな記
載方法として，代替案 1とはかかわりなく，その意見書を制限し確定するため
に，借り手の経済的所有権が存在しないリース資産に対して，代替案 2に従っ
て注記する方法のみを考慮することになることを決定した」34とするのであ
る。
すなわち，ここでは EC第 4号指令の国内法への転換を通した EC域内での
会計基準の調和化を図ることを理由として，1973年基準の見直しが行われる
こととなった。その見直しは，経済的所有権の存在に疑念が存在するリース契
約の会計処理について代替案 1の年度決算書への計上を廃止し，代替案 2の注
記方式に限定することを内容とするものであった。
34 IdW（1981）S. 225.
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（3）1973年基準の廃止
①1990年 IdW主要専門委員会第 134回会議決定
主要専門委員会は，1990年 2月 6日の第 134回会議において，これまでに
公表した諸基準に関して，それらを EC指令によって創設された新たな法状態
やその間に現れた文献に基づいて再考する作業を実施し，それら諸基準のいく
つかについて廃止および改訂を行うことを決定した。その作業において，1973
年基準が廃止されることが明言されることとなった。廃止の理由は，「契約を
具体化する実務は税法上の規定に従って発展してきており，それにより 1973
年基準は不要となっているため」35とするものであった。
このようにして，1973年基準は廃止されることとなったが，その背景には
当該基準に次の 2つの問題点があったためと考えることができる。
第一は，1973年基準に内在する問題である。これまで見てきたように，
1973年基準は，とりわけ経済的所有権の存在が疑わしいリース契約であって
も貸借対照表に計上することを要請していた。そうした要請内容は商法上の
GoBの発展を意図したものであったが，その場合に計上されるリース資産が
商法上の資産概念と矛盾することを解決する方策を 1973年基準は提示するこ
とができなかったのである。
第二は，1973年基準に先行して公布されていたリース判決およびリース通
達との整合性問題である。これら税法上の基準は，経済的帰属性の論理によっ
てリース契約の帰属を判断する規定内容となっている。そこには，経済的所有
権の存在が疑わしい場合に，当該リース契約を借り手に帰属させることは規定
されていない。くわえて，税法基準のなかでもリース通達はその性質上具体的
かつ詳細な数値基準を内容としている。その一方，1973年基準にはそうした
数値基準を伴う具体的な判断基準は規定されていない。このような税法基準と
の不整合な処理が規定されている点で 1973年基準には実務に根付く上で障害
があったと考えることができる。
35 IdW（1990）S. 66.
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②1973年基準廃止後の商法上のリース会計基準
このようにして，1973年基準は廃止されることとなったが，その後の商法
上のリース会計基準はどのような展開を見せることになったのであろうか。結
論を示すならば，結局のところ，その後，商法上固有のリース会計基準が成立
することはなかったのである。商法固有の基準形成に代え，現在では，1970
年 1月 26日のリース判決がリースに対する商法上の GoBの基礎となり，その
後公布されたリース通達がその具体的限定基準として作用している36。すなわ
ち，商法上の基準として，税法上の基準が援用して適用されており，実質的に
税法上と商法上でリース会計基準が一体化して機能しているのである。
4．おわりに
以上，本稿では，ドイツにおける商法上のリース会計基準として 1973年に
経済監査士協会より公表されたリース会計基準を取り上げ，その設定から廃止
に至る過程を IdWの公表物を手掛かりに明らかにしてきた。その内容を要約
して示せば，下記の 3点にまとめることができるであろう。
第一は，1973年基準が，その内容や成立時期から判断して，それに先行し
て公布された税法基準を範として形成された点である。これら基準は，ともに
経済的帰属性の論理に従いリース契約の貸借対照表への計上を導く点，具体的
にはリース資産の耐用年数とリース期間との比較考量，オプションの有無の重
視，および特別仕様リースであるか否かを判断基準として用いている点で共通
している。
第二は，両基準の異質点である。1973年基準は経済的帰属性の論理に従い
リース契約の計上判断を行うことを原則としながらも，商法上の GoBの将来
の展開を意図して，経済的所有権の存在が疑われる場合であっても，リース契
約を借り手の側で計上する規定を含んでいる。これに対して税法基準はリース
36 Werner et al.（2005）S. 230，および Hommel et al.（2006）S. 89を参照。リース通
達は本稿で取り上げた通達以降も公布され，現在 4つのリース通達がリース会計の実
務を規制している。これら 4つの通達については菱山（2014a）を参照されたい。
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判決で示された経済的帰属性の論理をリース通達が具体化するよう形成されて
おり，一貫して経済的帰属基準が適用されている。
第三は，1973年基準が，経済的所有権の存在が疑われる場合であっても
リース契約を借り手の側で資産計上することを要請する点で批判を受け，修正
そして廃止へと至った点である。1973年基準が廃止されたのは，当該基準自
体に問題があったため実務に根ずくことがなかったことに加え，実務ではすで
に税法基準が商法上の基準としても定着していたからである。その結果，現在
では，リース契約の会計処理としては税法上も商法上も税法基準が適用される
ことになっているのである。
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